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歳入ڣȽ歳出ڣɁ１億７０万円Ȫৗਓ˕Ȅ̞ ５̞万円ȫのࣱল̱͂̈́ͤ͘たȃ

構成比決 算 額区　　分

７．５％２億６，３０２万円町税自
主
財
源

４．９％１億７，２３８万円使用料および手数料

５．９％２億１，０７９万円繰入金、諸収入、その他

１８．３％６億４，６１９万円自主財源計

５５．９％１９億６，２３９万円地方交付税

依
存
財
源

７．９％２億７，５７０万円国庫支出金

５．６％１億９，５７７万円道支出金

７．７％２億７，０８６万円町債

４．６％１億５，７４０万円地方譲与税、地方消費税、その他

８１．７％２８億６，２１２万円依存財源計

１００．０％３５億８３１万円歳 入 合 計

構成比決 算 額区　　分

１２．４％４億２，３１４万円総務費

１４．２％４億９，７３４万円民生費

１０．９％３億７，１６３万円衛生費

７．９％２億７，０８９万円農林水産業費

１３．８％４億７，１３９万円土木費

６．３％２億１，３１４万円教育費

９．１％３億９２５万円公債費

１６．３％５億５，４８５万円職員給与費

９．１％２億９，５９８万円その他

―３，８３２万円・議会費

―３万円・労働費

―６，４５２万円・商工費

―１億５，８４１万円・消防費

―３，４７０万円・災害復旧費

１００．０％３４億７６１万円歳 出 合 計

興
一
般
会
計
決
算
の
概
要
興

　
平
成
　２７

年
度
の
町
の
決
算
に
つ
い
て
、９
月
に
行

わ
れ
た
議
会
定
例
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

　
町
民
の
皆
さ
ま
に
納
め
て
い
た
だ
い
た
町
税
や
、

国
・
道
か
ら
の
交
付
金
が
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
た
の

か
、決
算
の
状
況
を
報
告
し
ま
す
。

平
成
　２７

年
度

決
算
報
告

　一般会計の歳入は３５億８３１万円で、前年度に比

べ２億６，９７０万円の減額（７.１％減）となりました。

これは、財政調整基金、公共施設等整備基金の繰

入減が要因となっております。

　また、歳出は３４億７６１万円で前年度に比べ１

億６，８８２万円（４.７％減）となりました。これは、

前年度における普通建設事業（東町ハイム改修

工事：１億２，１００万円、町営住宅新築工事：１億

５００万円）の実施が主な要因となっております。

　また、町民の皆さまに納めていただいた町税

の総額は２億６，３０２万円で、歳入全体の７．５％と

なっています。一方、主な依存財源である地方

交付税は１９億６，２３９万円で歳入全体の５５．９％を

占めています。

総総務総務費費そのその他他

民生民生費費

衛生衛生費費

歳歳　出出

３４億７６１万３４億７６１万円円

農林水産業農林水産業費費教育教育費費

公債公債費費

職職員員
給与給与費費

歳歳　入入

３５億８３１万３５億８３１万円円

依存財依存財源源

自主財自主財源源

町町税税

地方譲与税、地方消費税、その地方譲与税、地方消費税、その他他

繰入金、諸繰入金、諸収収
入、その入、その他他

使用料および手数使用料および手数料料

町町債債

国国庫庫
支出支出金金

道支出道支出金金

土木土木費費

地方交付地方交付税税
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猿町民１人当たりが負担したお金

　２億６，３０２万円÷３，０１４人＝約８万７千円
（町税：上グラフ） （Ｈ28.3.31

現在の人口）

猿町民１人当たりに使われたお金

　３４億７６１万円÷３，０１４人＝約１１３万円
（歳出総額） （Ｈ28.3.31

現在の人口）

◎町税の内訳◎

固固定資産税 ４６.６固定資産税　４６.６％％町ྦྷ税 ４１.̞％

軽自動車税 ２.６軽自動車税　２.６％％

たばこたばこ税税
８.７８.７％％

入湯税 ０.２入湯税　０.２％％

興特別会計の決算状況興
　町の予算には、一般会計と区分

して、特定の収入で支出をまかな

う特別会計があります。

　平成２７年度の４つの特別会計の

決算額は、次のとおりです。

差引収支歳　出歳　 入区　　分

９８４万円５億４，７９６万円５億５，７８０万円国民健康保険

３８９万円４億７，０４５万円４億７，４３４万円介護保険事業

０万円４，７９１万円４，７９１万円後期高齢者医療

１６５万円１億７，１９５万円１億７，３６０万円公共下水道事業

１，５３８万円１２億３，８２７万円１２億５，３６５万円合　計

平
成
　２７
年
度
 健
全
化
判
断
比
率
と
資
金
不
足
比
率

　
地
方
公
共
団
体
の
財
政
を
適
正
に

運
営
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
た「
地

方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関

す
る
法
律
」に
基
づ
き
、全
て
の
地
方

公
共
団
体
に
お
い
て
財
政
健
全
化
に

か
か
る
各
指
標
の
公
表
が
義
務
付
け

ら
れ
て
い
ま
す
。

　
公
表
す
る
こ
と
と
な
る
の
は
、健

全
化
判
断
比
率（
実
質
赤
字
比
率
、連

結
実
質
赤
字
比
率
、実
質
公
債
費
比

率
、将
来
負
担
比
率
）と
公
営
企
業
に

係
る
資
金
不
足
比
率
で
す
。ま
た
、こ

れ
ら
の
比
率
が
下
記
の
基
準
を
超
え

る
団
体
は
、早
期
健
全
化
計
画
あ
る

い
は
財
政
再
生
計
画
の
作
成
が
義
務

付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
愛
別
町
の
平
成
　２７
年
度
決
算
に
お

け
る
健
全
化
判
断
比
率
お
よ
び
各
公

営
企
業
の
資
金
不
足
比
率
は
、い
ず

れ
も
国
が
定
め
た
基
準
の
範
囲
内
と

な
っ
て
い
ま
す
。健
全
化
判
断
比
率

の
状
況
に
つ
い
て
は
、下
表
の
と
お

り
、実
質
公
債
費
比
率
は
昨
年
度
よ

り
２
．２
ポ
イ
ン
ト
減
少
し
８
．１
％
、

将
来
負
担
比
率
は
昨
年
度
よ
り
　３１

．

２
ポ
イ
ン
ト
減
少
し
　１１
．２
％
と

な
っ
て
い
ま
す
。ま
た
、
実
質
赤
字
比

率
お
よ
び
連
結
実
質
赤
字
比
率
に
つ

い
て
は
、一
般
会
計
お
よ
び
特
別
会

計
に
お
い
て
実
質
収
支
額
が
黒
字
で

あ
る
こ
と
か
ら
、比
率
は
あ
り
ま
せ

ん
。各
公
営
企
業
の
資
金
不
足
比
率

に
つ
い
て
は
、各
特
別
会
計
に
お
い

て
資
金
不
足
が
生
じ
な
か
っ
た
こ
と

か
ら
、比
率
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　
平
成
　２７

年
度
の
健
全
化
判
断
比
率

は
、前
年
度
と
比
較
し
て
大
き
く
改

善
が
見
ら
れ
る
も
の
の
、改
善
の
大

き
な
要
因
が
地
方
交
付
税
の
収
入
な

ど
の
国
の
政
策
に
よ
る
も
の
で
あ
り
、

依
然
と
し
て
町
債
の
残
高
や
決
算
に

占
め
る
公
債
費
は
高
く
、実
質
公
債

費
比
率
や
将
来
負
担
比
率
に
つ
い
て

も
高
水
準
で
あ
り
、厳
し
い
財
政
状

況
で
あ
る
と
い
え
ま
す
。

　
今
後
も
、町
債
（
借
金
）に
つ
い
て

は
抑
制
を
基
調
と
し
、長
期
的
な
視

点
に
立
っ
て
将
来
負
担
の
増
加
に
歯

止
め
を
か
け
る
と
と
も
に
、自
主
財

源
の
確
保
や
事
務
事
業
の
整
理
統
合

に
的
確
に
取
り
組
み
、よ
り
一
層
の

財
政
健
全
化
に
努
め
て
ま
い
り
ま
す
。

財政再生基準早期健全化基準Ｈ２７年度比率Ｈ２６年度比率Ｈ２５年度比率区　　分

２０．０％１５．０％―――実質赤字比率

４０．０％２０．０％―――連結実質赤字比率

３５．０％２５．０％８.１％１０.３％１２．９％実質公債費比率

―３５０．０％１１.２％４２.４％３７．９％将来負担比率

●健全化判断比率●

●公営企業に係る資金不足比率●

経営健全化基準Ｈ２７年度比率Ｈ２６年度比率Ｈ２５年度比率区　　分

２０．０％―――簡易水道事業特別会計

２０．０％―――公共下水道事業特別会計


